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１．業務管理体制の整備

○ 平成21年5⽉に施⾏された改正介護保険法により、介護サービス事業者には、法令遵守等
の業務管理体制の整備が義務付けられました。整備すべき業務管理体制の内容は、指定⼜
は許可を受けている事業所(施設)の数に応じ定められています。また、業務管理体制の整備に
関する事項を記載した届出書を関係⾏政機関に届け出ることが必要です。

【業務管理体制整備の内容】

法令遵守マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

法令遵守に係る監査

20未満 20以上100未満 100以上
指定又は許可を受けている事業所(施設)数 （みなし事業所を除く）

法令遵守マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任法令遵守責任者の選任

【届出先】

区分 届出先
① 指定事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣
② 指定事業所が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以上の地方厚生局管

轄区域の所在する事業者
主たる事務所の所在地の

都道府県知事
③ 指定事業所が同⼀指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の⻑
④ 地域密着型サービス（予防含む）のみを⾏う事業者で、指定事業所が同⼀

市町村内にのみ所在する事業者 ③を除く市町村⻑

⑤ ①から④以外の事業者 都道府県知事
注）みなし事業所は、病院等が⾏う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ及び通所リハであって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法

の指定があったものとみなされている事業所のこと。

２．事業者・法令遵守責任者の責務

（１）事業者の責務

業務管理体制は、事業者⾃⾝の⾃⼰責任原則に基づく内部管理を前提と
したもの

→ 事業者⾃らが、法令遵守の取組状況や法令遵守責任者が適切に機能
しているかなど、⾃⼰点検を⾏うことが必要

（２）法令遵守責任者の責務

事業者内において、業務管理体制を整備・運⽤する上での中⼼的役割を担
う者（資格・要件等について、法令等による定めなし）
→ 介護保険法、基準条例・通知等の内容に精通した法務担当の責任者

であり、事業者内部の法令遵守を徹底することができる者が選任されること
を想定
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３．事業者の本部等への立入検査等

○ 業務管理体制の整備状況や、事業者の不正⾏為への組織的関与の有無等を確認するため、
厚生労働省・都道府県等は事業者に対する報告徴収や、事業者の本社、事業所等に立

入検査を⾏います。

業務管理体制
の整備

厚生労働大臣、
都道府県知事⼜は
市町村⻑に届出

業務管理体制
の運⽤

厚生労働大臣等による
事業者の本部等への

⽴⼊検査等

是正勧告
是正命令

（命令違反の場合）
指定権者による指定取消

指定・更新の拒否

・業務管理体制の整備及び取組状況
・組織的な不正⾏為の有無 等

【検査の視点】

４．指定取消事案と連座制

○ 不正等の⾏為により指定取消処分を受けた事業所(者)について役員等の組織的な関与

が認められた場合、組織の連座制として、指定取消⽇から５年間を経過するまで、同⼀法⼈
が経営する同⼀サービス類型の事業所において新規指定・更新が受けられなくなります。

※指定取消処分を⾏った当該都道府県だけでなく、他の都道府県に所在する事業所(同⼀
サービス類型)も新規指定・更新が受けられなくなります。

※「役員等」には、事業所を管理する者(管理者)も含まれます。

指定取消処分
同⼀法⼈の同⼀サービス類
型は、５年間新たな指定・
更新はできない

当該指定取消処分を⾏った
⾃治体だけでなく他の⾃治体
も同様の取扱い

指定権者
（都道府県等）

取消

A 訪問介護事業所

○○株式会社

E 居宅介護支援事業所※

５年以内は新たに事業所
指定が受けられない

現在指定を受けている事業所も、5年以
内に指定の更新時期が来た場合は、
指定の更新が受けられない

【例：訪問介護事業所】

F 訪問介護事業所

※E 居宅介護⽀援事業所は同⼀サービス類型でないので｢新たに事業所指定｣は受けられる。
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５．新潟市の確認検査体制

（１）検査形態

①一般検査

書面検査を基本とし、必要に応じて実地検査を実施
おおむね６年に１回実施

②特別検査

指定事業所等の指定取消処分相当事案が発覚した場合に、
事業者本部等へ⽴⼊検査を実施

（２）検査の視点

・事業者の規模等に応じた適切な業務管理体制の整備状況
・指定取消処分相当事案への組織的関与の有無
→ 事業者⾃ら問題点の改善を図るよう意識付け
⇒ 必要に応じて是正勧告を⾏い、是正されないときは改善命令を⾏う

（参考）

介護保険法第115条の32第１項(抜粋)

指定居宅サービス事業者、…･･･（以下｢介護サービス事業者｣という。）は、第74条第６項、･･･
に規定する義務の履⾏が確保されるよう、厚生労働省令で定める基準に従い、業務管理体制を
整備しなければならない。

介護保険法施行規則第140条の39

法第115条の32第１項の厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当
該各号に定めるところによる。
①指定⼜は許可を受けている事業所⼜は施設の数が１以上20未満の事業者

法令を遵守するための体制の確保に係る責任者(以下｢法令遵守責任者｣という。)の選任をす
ること。

②指定⼜は許可を受けている事業所⼜は施設の数が20以上100未満の事業者
法令遵守責任者の選任をすること及び業務が法令に適合することを確保するための

規程を整備すること。

③指定⼜は許可を受けている事業所⼜は施設の数が100以上の事業者
法令遵守責任者の選任をすること、業務が法令に適合することを確保するための規

程を整備すること及び業務執行の状況の監査を定期的に⾏うこと。
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